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評価内容

【項目１】市町村保険者による地域分析

1 地域分析等に係るアドバイザーの派遣や研修
会の開催による支援

全市町村 全市町村 全市町村 全市町村 ○ 研修会は５回開催できた。データ収集・分析方法について、メール
や電話、個別意見交換等により、各市町村に助言を行った。

2 地域分析等を行っている市町村数 １３市町村 ２０市町村 全市町村 全市町村 ○
地域包括ケア「見える化」システムやKDB等から各市町村毎の
データを抽出し、課題抽出・施策立案の演習を実施して、市町村第
８期計画策定に向けてのデータ分析を支援した。

【項目2】地域ケア会議・介護予防

1 地域ケア会議や介護予防に係る市町村を対象
とした研修会の開催

２回 ２回 ２回 ４回 ○
研修会を4回開催し、延べ208名が参加し、介護予防や介護予防
のための地域ケア会議の重要性や考え方について周知を図った。
継続的に研修等を開催し、啓発を行っていく必要がある。

2 地域ケア会議や介護予防に係るアドバイザーの
派遣

希望する
全市町村

希望する
全市町村

希望する
全市町村

１市町村 △
１市町村に対し派遣を行った。引き続き事業の周知を図り、派遣希
望のあった市町村への派遣を進めるとともに、人材育成により派
遣体制の充実を図る必要がある。

3 地域ケア個別会議で自立支援・重度化防止に
向けた検討を行っている市町村数

１２市町村 ２０市町村 全市町村 ８市町村 △
自立支援・重度化防止に向けた検討を行っている市町村は８市町
村にとどまっている。

【項目3】生活支援体制整備等

1 生活支援体制の整備に係る市町村支援を実施
している保健所数

７保健所 ７保健所 ７保健所 ７保健所 ○
各保健所に共助型生活支援推進隊を設置し、圏域毎に研修や圏
域協議会を実施するなどの支援を行った。

2 多様なサービスを実施する市町村 全市町村 全市町村 全市町村 ２５市町村 △
共助型生活支援推進隊による支援等行ったが、多様なサービスを
実施できていない１町において実施するには至らなかった。

【項目4】自立支援・重度化防止に向けたリハビリテーション専門職等の活用

自立支援・重度化防止に向けた
市町村の取組を支援するため、リ
ハビリテーション専門職等による
支援体制を職能団体と連携して
取り組む。

1
地域ケア会議等へリハビリテーション専門職等
が参加している市町村数

２２市町村 ２４市町村 全市町村

平成29年度から府において地域ケア会議
等に参画出来るリハ人材の養成を実施し
ており、自立支援・重度化防止を促進する
ため、リハ人材の積極的な活用を働きかけ
ることとした。

２０市町村 △
地域ケア会議にＰＴ、ＳＴ、ＯＴいずれかが参加した市町村数は20
であった。

取組の
実施内容、

実績

自己評価（令和元年度）目標

第８次京都府高齢者健康福祉計画に記載した、市町村の支援等に係る成果指標の自己評価結果（令和元年度）

目標を設定するに至った
現状と課題

市町村において、生活支援コーディネー
ターの配置や協議体の設置が不十分、又
は設置されていても十分に機能していない
状況にあり、体制整備を推進するために各
保健所で市町村支援を実施することとし
た。

各市町村において、地域ケア会議は設置
されているが、自立支援・重度化防止を促
進するため、会議の意義等についての研
修及びアドバイザー派遣を実施し、中でも
介護予防のための地域ケア会議の実施に
力を入れて、モニタリングすることとした。

多くの市町村が、「見える化」システム等の
データを活用した分析のノウハウを持って
いないため、全市町村において地域分析を
行えるよう支援するための施策を実施する
こととし、目標を設定した。

取組

地域包括ケア「見える化」システ
ム等を活用した地域分析等を、市
町村が円滑に実施できるよう、研
修会の開催や、アドバイザーの
派遣等による支援を行う。

地域ケア会議が自立支援・重度
化防止に資するものとなるよう、
また介護予防を効果的に実施で
きるよう、市町村に対し、研修会
の開催や、アドバイザーの派遣
等による支援を行う。

生活支援体制の整備について、
市町村を支援するための事業を
行う。
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取組

【項目5】在宅医療・介護連携

1 広域的な医療・介護の連携支援 全圏域 全圏域 全圏域 全圏域 〇
全域において、保健所や地区医師会などを核にした広域的な医
療･介護連携体制づくりが進められている。

2 地域で在宅チームの連携の要となる人材の養
成数（累計）

５５１人 ５７０人 ５９０人 ７２２人 〇 計画に定める目標値を達成

3 看取りを支える看護師や介護支援専門員等の
専門人材の養成数（累計）

１，０００人 １，１５０人 １，３００人 １，３４７人 〇 計画に定める目標値を達成

4 在宅療養あんしん病院登録システムの登録者
数（累計）

２８，０００人 ２９，０００人 ３０，０００人 １４，４１５人 △
目標達成には至っておらず、登録者数の増加に向けた取組が必
要

在宅医療・介護連携について、市
町村を支援するための事業を行
う。

各市町村が在宅医療・介護連携について
取り組むための要ととなる専門人材の養成
や在宅療養あんしん病院登録システムを
通じた医療・介護・福祉関係者の連携体制
の構築が必要であるため、目標を設定し
た。

2 ページ



2018(H30)
年度

2019(R1)
年度

2020(R2)
年度

評価
（○△
×）

評価内容

取組の
実施内容、

実績

自己評価（令和元年度）目標

第８次京都府高齢者健康福祉計画に記載した、市町村の支援等に係る成果指標の自己評価結果（令和元年度）

目標を設定するに至った
現状と課題

取組

【項目6】認知症総合支援

1 認知症サポーター養成数（累計） ２５３千人 ２６６千人 ２８０千人 ２８９千人 ○ 計画に定める目標値を達成

2 認知症サポート医養成数（累計） １６１人 １９２人 １８６人 １９１人 ○ 計画に定める目標値を達成

3

1) かかりつけ医（延べ） １，９２７人 ２，０９８人 ２，２００人 ２，１３７人 ○
年度ごとの目標値を超えて達成。研修のフォローアップとして、地
区医師会単位で地域のニーズに応じた研修を別途実施。

2) 一般病院勤務の医療従事者（延べ） ５，２７８人 ５，７８９人 ６，３００人 ６，０２８人 ○
計画に定める目標値を概ね達成。研修受講済の病院へのフォ
ローアップ研修や地域の医療介護連携強化を図った独自の研修
も別途実施し、参加者からの評価が高い。

3) 看護職員（延べ） ３２９人 ３８４人 ４４０人 ４０２人 〇
・年度ごとの目標値を超えて達成。
・既受講者向けのフォローアップ研修を実施し、研修の成果を確認

4) 歯科医師（延べ） ３０６人 ３８８人 ４７０人 ３７０人 △ 受講者数は年度ごとの目標をおおむね達成できた。

5) 薬剤師（延べ） ７１６人 ８０８人 ９００人 ９９３人 ○ 計画に定める目標値を達成

4
京都高齢者あんしんサポート企業事業所数（累
計）

２，８８５
事業所

３，１９２
事業所

３，５００
事業所

3,103
事業所

△
新たな業種への周知や、市町村が実施する会議等での周知を依
頼し、企業の開拓を行う。

5 認知症カフェ設置数 １４６箇所 １４８箇所 １５０箇所 １６６箇所 ○
計画に定める目標値を達成
（実績値は平成30年度のもの。令和元年度の実績は新型コロナ
ウィルスの影響により未調査）

6
支援者のための若年性認知症研修受講者数
（延べ）

１，４８６人 １，６８３人 １，８００人 ２，２８２人 ○ 計画に定める目標値を達成

7 京都認知症総合センター・ケアセンター整備数 － －
各圏域に

１箇所
２圏域（山城北及
び山城南）の整備

○ センター利用者も増加してきており、常設型認知症カフェは、地域
の当事者（本人・家族）の居場所として機能している。

8 認知症リンクワーカー養成研修修了者数 １７１人 ２０１人 ２３０人 １８７人 ○
府内でもリンクワーカー的支援の好事例は出てきており、当事者
の声からもリンクワーカーの必要性が増しているが、受講者数の
増にはつながっていない。

認知症施策の推進について、現
状把握、計画の策定、市町村の
取組の把握等を行う。

認知症対応力向上研修修了者数

認知症の早期発見や専門的な診断、初期
認知症の方や家族への集中的な支援や居
場所づくり等、各市町村単位で完結できる
認知症ケア体制の構築を図るため、目標
を設置した。
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【項目7】介護給付の適正化

1 介護給付の適正化等に係る市町村を対象とした
研修会の開催

２回 ２回 ２回 １回 △ 住宅改修・福祉用具に係る研修は実施できたが、他の事業に係る
研修が不十分。

2

1) 要介護認定の適正化 ２６市町村 ２６市町村 ２６市町村 ２６市町村 ○ 実施はされているが、データ分析による事業効果の検証が必要。

2) ケアプランの点検 １５市町村 １９市町村 ２３市町村 １５市町村 △ 市町村の取組につながっていない。

3) 住宅改修等の点検 ２４市町村 ２５市町村 ２６市町村 ２４市町村 △ 実施はされているが、リハビリテーション専門職等の関与が不十分。

4) 縦覧点検・医療情報との突合 ２６市町村 ２６市町村 ２６市町村 ２６市町 ○
京都府国民健康保険団体連合会と連携し、全市町村の縦覧点検
（１０帳票中４帳票）及び医療情報との突合を実施できた。

5) 介護給付費通知 ７市町村 ９市町村 １１市町村 ５市町村 △ 取組の趣旨や効果が市町村に浸透していない。

【項目8】介護人材の確保

介護人材の将来推計を行い、具
体的な目標を掲げた上で、介護
人材の確保や質の向上に係る事
業を実施する。

1 ３年間で新たに確保する介護・福祉人材の数 ２，５００人 ２，５００人
２，５００人

（３年で
７，５００人）

高齢化への対応、地域包括ケアの実現に
向け、将来にわたって福祉・介護ニーズに
的確に対応できる人材を安定的に確保し
ていく観点から、要介護認定者数の増加に
見合った介護・福祉人材の確保について
目標を設定した。

２，５２３人 ○ きょうと福祉人材育成認証制度を活用し、介護・福祉人材総合セン
ターでの就労支援等で確保を図った。

市町村の適正化事業の推進に対する支援
が必ずしも十分ではなかったことをふま
え、研修会の開催を目標とするとともに、
市町村における取組の実施状況もモニタリ
ングすることとした。

介護給付の適正化について、市
町村を支援するための事業を行
う。

市町村における介護給付の適正化に係る主要５事業の実施

4 ページ


